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さいたま市再生資源物の屋外保管に関する条例 さいたま市再生資源物の屋外保管に関する条例施行規則 

（目的） 

第１条 この条例は、再生資源物の屋外における適正な保管について必

要な事項を定めることにより、屋外に保管された再生資源物の火災・

延焼、崩落、飛散その他の事故等を防止するとともに、当該保管に伴う

騒音、振動、悪臭、水質の汚濁等の発生を防止し、又は軽減し、もって

市民生活の安全の確保及び生活環境の保全に寄与することを目的とす

る。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

⑴ 再生資源物 使用を終了し、再生資源（資源の有効な利用の促進

に関する法律（平成３年法律第４８号）第２条第４項に規定する再

生資源をいう。）として収集された木材、ゴム、金属、ガラス、コン

クリート、陶磁器、プラスチックその他これらに類する材質を原材

料とするもの（分解、破砕、圧縮等の処理がされたものを含む。）及

びこれらの混合物をいう。ただし、廃棄物の処理及び清掃に関する

法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「法」という。）第２条第１

項に規定する廃棄物（使用済自動車の再資源化等に関する法律（平

成１４年法律第８７号）第１２１条の規定により当該廃棄物とみな

すものを含む。）及び法第１７条の２第１項に規定する有害使用済機

器に該当するものを除く。 

⑵ 屋外 建物（屋根、周壁及び床又はこれらに類するものを有し、 

（趣旨） 

第１条 この規則は、さいたま市再生資源物の屋外保管に関する条例

（令和５年さいたま市条例第５１号。以下「条例」という。）の施行

に関し必要な事項を定めるものとする。 
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土地に定着した建造物をいう。）の外をいう。 

⑶ 屋外保管 業として再生資源物の取引を行うため屋外において再

生資源物を保管（再生資源物の破砕、選別、積替えその他の作業を含

む。）することをいう。 

⑷ 屋外保管事業場 屋外保管を行う場所をいう。 

⑸ 事業予定者 第８条第１項の許可が必要とされる屋外保管事業場

を設置しようとする者をいう。 

⑹ 屋外保管事業者 屋外保管を行う者をいう。 

（屋外保管事業者の責務） 

第３条 屋外保管事業者は、この条例の規定により適正な屋外保管をす

るほか、法令等に従って屋外保管事業場を適正に管理運営しなければ

ならない。 

２ 屋外保管事業場を設置しようとする者は、屋外保管事業場の用に供

するものとして土地を譲り受け、又は使用しようとするときは、その

旨を土地の所有者に説明しなければならない。  

３ 屋外保管事業者は、規則で定めるところにより、自己の管理する屋

外保管事業場に係る苦情等に関する相談に応じるための窓口を設置し

なければならない。 

４ 屋外保管事業者は、自己の管理する屋外保管事業場に係る苦情又は

紛争が生じたときは、誠意をもって、その解決に当たらなければなら

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （相談窓口の設置） 

第２条 条例第３条第３項に規定する窓口には、相談の内容に対し、適

切に対応することができる者を配置するものとする。 
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（土地の所有者の責務） 

第４条 土地の所有者は、屋外保管事業場の用に供するものとして当該

土地を譲渡し、又は使用させようとするときは、当該屋外保管事業場

が市民生活の安全及び生活環境の保全上支障がないものであることを

確認しなければならない。 

２ 土地の所有者は、当該土地に設置された屋外保管事業場に係る苦情

又は紛争が生じたときは、誠意をもって、その解決に当たらなければ

ならない。 

（市の責務） 

第５条 市は、この条例の目的を達成するため、関係機関と連携し、市民

生活の安全の確保及び生活環境の保全に努めなければならない。 

 （事前協議） 

第６条 事業予定者は、屋外保管事業場の設置に関する計画（以下「事業

計画」という。）を規則で定めるところにより作成し、あらかじめ市長

と協議しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事業計画） 

第３条 条例第６条（条例第１１条第２項において準用する場合を含

む。以下同じ。）の規定による計画は、条例第８条第１項の許可又は

条例第１１条第１項に規定する変更の許可の申請をする前までに、屋

外保管事業場設置（変更）事前協議書（様式第１号）（以下「事前協

議書」という。）により作成し、市長に提出しなければならない。 

２ 事前協議書には、次に掲げる書類及び図面を添付しなければならな

い。 

 ⑴ 再生資源物の取引に係る内容を記載した書類 

 ⑵ 作業実施時間等を記載した書類 

 ⑶ 屋外保管事業場の相談窓口の設置状況について記載した書類 

 ⑷ 環境保全措置について記載した書類  
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 ⑸ 事業予定者が個人である場合には、住民票の写し（本籍（外国人

にあっては、国籍等（住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）

第３０条の４５に規定する 国籍等をいう。））の記載のあるもの

で、申請の日前３月以内に作成されたものに限る。以下同じ。） 

 ⑹ 事業予定者が法人である場合には、定款又は寄附行為の写し及び

登記事項証明書 

 ⑺ 事業予定者が未成年者（条例第９条第１項第２号コに規定する未

成年者をいう。 

  以下同じ。）である場合には、その法定代理人の住民票の写し（法

定代理人が法人である場合には、定款又は寄附行為の写し及び登記

事項証明書） 

⑻ 屋外保管事業場の土地の状況等を記載した書類 

 ⑼ 屋外保管事業場の所在地に係る土地の公図の写し及び登記事項証

明書 

 ⑽ 事業予定者が前号に掲げる土地の所有権を有しない場合には、当

該土地を使用する権原を有することを証明する書類 

⑾ 屋外保管事業場の位置図及び付近の見取図並びに周辺の状況を記

載した書類 

 ⑿ 再生資源物を運搬に用いる車両に係る運行車両台数及び運行経路

を記載した書類 

 ⒀ 屋外保管事業場の排水処理設備等の管理の方法を記載した書類 

 ⒁ 屋外保管に伴って生じる廃棄物の処理の方法を記載した書類 

３ 事業予定者は、事前協議書を提出したときは、設置等を行おうとす
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（説明会の開催等） 

る屋外保管事業場の敷地内の公衆の見やすい場所に、条例第６条の事

業計画の場所である旨の標識を当該屋外保管事業場の設置等に着手す

るまでの間設置しておかなければならない。 

４ 前項の標識は、縦及び横がそれぞれ６０センチメートル以上であ

り、かつ、次に掲げる事項を表示したものでなければならない。 

 ⑴ 屋外保管事業場の設置等を計画している旨 

 ⑵ 第１項の事前協議書を市長に提出した年月日 

 ⑶ 事業予定者の氏名（法人その他の団体にあっては、その名称）及び

連絡先 

⑷ 既に屋外保管事業場の設置の許可を受けている場合にあっては、

許可の年月日及び許可番号 

（事業実施予定地の調査） 

第４条 市長は、その職員に、設置を予定する屋外保管事業場の調査を

行わせるものとする。 

 （事前協議に係る通知） 

第５条 市長は、前条の調査の結果及び関係法令の規定による必要な措

置の内容等を勘案し、事業予定者に対し必要な助言及び指導並びに説

明会で周知すべき事項について屋外保管事業場事前協議事項確認通知

書（様式第２号）により通知するものとする。 

２ 市長は、条例第６条の規定による協議が終了したと認めるときは、

屋外保管事業場事前協議終了通知書（様式第３号）（以下「事前協議

終了通知書」という。）を事業予定者に交付するものとする。 

 （説明会の開催等） 
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第７条 前条の協議が終了した事業予定者は、規則で定めるところによ

り、当該協議に係る屋外保管事業場の敷地の境界線から３００メート

ル以内に居住する者又は土地若しくは建物を所有する者（以下「周辺

住民等」という。）に対して、事業計画の概要その他規則で定める事項

（以下「周知事項」という。）について周知を図るための説明会を開催

しなければならない。ただし、市長が特別の理由があると認めるとき

は、この限りでない。 

 

 

 

 

 

 

２ 前項の説明会を開催した事業予定者は、当該説明会の概要を遅滞な

く市長に報告しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６条 事業予定者は、条例第７条第１項の規定による説明会を、事前

協議終了通知書の交付を受けた後、遅滞なく開催しなければならな

い。 

２ 条例第７条第１項の規則で定める事項は、次のとおりとする。 

 ⑴ 事業予定者の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その

名称、所在地及び代表者の氏名） 

 ⑵ 屋外保管事業場の所在地及び敷地面積 

 ⑶ 屋外保管する再生資源物の種類 

 ⑷ 事業予定者及び屋外保管事業場の責任者の連絡先 

 ⑸ 事業計画に係る事項 

 ⑹ 前各号に掲げるもののほか、市長が前条第１項の屋外保管事業場

事前協議事項確認通知書で説明会で周知すべき事項として通知した

事項 

３ 条例第７条第２項の規定による報告は、屋外保管事業場説明会等実

施状況報告書（様式第４号）によるものとする。 

 （事前協議書の内容の変更等） 

第７条 事業予定者は、事前協議書を提出してから事前協議終了通知書

の交付を受けた後において、当該事前協議書の内容を変更して設置し

ようとする場合には、条例第６条及び第７条の規定による手続を改め

て行わなければならない。ただし、その変更が次に掲げる軽微な変更

である場合であって、市長が認めるときは、この限りでない。 

 ⑴ 事前協議書の内容を変更する場合 

 ⑵ 屋外保管事業場の所在地において、事業計画の規模を縮小する場
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 （屋外保管事業場の設置の許可） 

第８条 屋外保管事業場を設置しようとする者は、次に掲げる場合を除

き、設置する屋外保管事業場ごとに、当該設置に係る許可を受けなけ

ればならない。 

⑴ 当該屋外保管事業場の敷地面積が１００平方メートルを超えない

場合（敷地が隣接する屋外保管事業場にあっては、その敷地が隣接

する屋外保管事業場の各敷地面積の合計が１００平方メートルを超

える場合を除く。） 

⑵ 屋外保管以外の事業を本来の業務として行う者が、当該業務を行

う事業場において当該業務に付随して屋外保管を一時的に行う場合 

⑶ 当該屋外保管事業場が、使用済自動車の再資源化等に関する法律

合 

 ⑶ 生活環境の保全のために事業計画の内容を変更する場合 

 （事業計画の廃止の届出等） 

第８条 事業予定者は、事前協議書の提出後、当該事前協議書に係る事

業計画を廃止したときは、屋外保管事業場事前協議廃止届出書（様式

第５号）により、その旨を市長に届け出なければならない。 

２ 事業予定者が第５条第１項の規定による通知を受けてから１年以内

に措置を講じたと認められないとき又は事前協議終了通知書の交付を

受けてから１年以内に条例第８条第１項の規定による許可若しくは条

例第１１条第１項の変更の許可の申請をしないときは、当該事業計画

について前項の規定による事業計画を廃止する旨の届出がなされたも

のとみなす。 
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第６０条第１項の規定による解体業の許可又は同法第６７条第１項

の規定による破砕業の許可を受けた者のそれぞれ当該許可に係る事

業所に該当する場合 

２ 前項の許可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請

書を市長に提出しなければならない。 

⑴ 氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その名称、所在地

及び代表者の氏名） 

⑵ 屋外保管事業場の設置場所の所在地及び敷地面積 

⑶ 屋外保管事業場において保管する再生資源物の種類 

⑷ 屋外保管事業場の構造 

⑸ 再生資源物の保管の方法 

⑹ 火災予防上の措置 

 ⑺ その他規則で定める事項 

３ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

⑴ 屋外保管事業場の位置図及び付近の見取図 

⑵ 屋外保管事業場の平面図、立面図、断面図、構造図及び設計計算

書 

⑶ 屋外保管事業場内の配置図 

⑷ 再生資源物の搬入及び搬出の方法及び経路に関する図面 

⑸ 申請に係る屋外保管事業場の用に供する土地の所有権を有するこ

と（所有権を有しない場合には、使用する権原を有すること）を証

する書類 

⑹ その他規則で定める書類 

 

 

 （許可の申請） 

第９条 条例第８条第２項に規定する申請書は、屋外保管事業場設置

（更新）許可申請書（様式第６号）とし、同項第７号の規則で定める

事項は、次に掲げるものとする。 

⑴ 申請者が法人である場合においては、その役員の氏名及び住所並

びに事業予定者に第１１条に規定する使用人があるときは、その者

の氏名及び住所 
⑵ 申請者が未成年者である場合においては、その法定代理人の氏名

及び住所（法定代理人が法人である場合にあっては、その名称及び

住所、その代表者の氏名並びにその役員の氏名及び住所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 条例第８条第３項第６号の規則で定める書類は、次に掲げるものと
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４ 第１項の許可の有効期間は、当該許可の日から起算して５年とし、

同項の許可は、５年ごとに更新を受けなければ、その期間の経過によ

って、その効力を失う。 

５ 前項の更新の申請があった場合において、同項の有効期間の満了の

日までにその申請に対する処分がされないときは、従前の許可は、許

可の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、なお効力を有

する。 

する。 
 ⑴ 申請者が個人である場合においては、住民票の写し 

⑵ 申請者が法人である場合にあっては、定款又は寄附行為の写し及

び登記事項証明書 
⑶ 申請者が法人である場合にあっては、その役員の住民票の写し 
⑷ 申請者に第１１条に規定する使用人がある場合においては、その

者の住民票の写し 
⑸ 申請者が未成年者であり、かつ、その法定代理人が個人である場

合においては、その法定代理人の住民票の写し 
⑹ 申請者が未成年者であり、かつ、その法定代理人が法人である場

合においては、次に掲げる書類 
ア 定款又は寄附行為の写し及び登記事項証明書 
イ 役員の住民票の写し 

 ⑺ 誓約書（様式第７号） 
⑻ 緊急時の連絡体制 

⑼ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類及び図面 
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６ 前項の場合において、許可の更新がされたときは、その許可の有効

期間は、従前の許可の有効期間の満了の日の翌日から起算するものと

する。 

 （許可の基準等） 

第９条 市長は、前条第１項の許可の申請が次の各号（同条第４項の更

新の場合にあっては、第１号及び第２号）のいずれにも適合している

と認めるときでなければ、同条第１項の許可をしてはならない。 

 ⑴ 申請書の記載事項が、次条第１項に規定する立地に関する基準（前

条第４項の更新の場合を除く。）及び次条第２項に規定する構造に関

する基準並びに第１５条第１項に規定する保管に関する基準に適合

していること。 

 ⑵ 前条第１項の許可に係る申請をした事業者（以下「申請者」とい

う。）が、次のいずれにも該当しないこと。 

  ア 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

  イ 禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又は刑の執

行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者 

  ウ 法、浄化槽法（昭和５８年法律第４３号）その他生活環境の保全

を目的とする法令で規則で定めるもの若しくはこの条例若しくは

これらの法令若しくはこの条例に基づく処分若しくは暴力団員に

よる不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。

第３２条の３第７項及び第３２条の１１第１項を除く。）の規定に

違反したことにより、又は刑法（明治４０年法律第４５号）第２０

４条、第２０６条、第２０８条、第２０８条の２、第２２２条若し

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （生活環境の保全を目的とする法令） 
第１０条 条例第９条第１項第２号ウの規則で定める法令は、次に掲げ

るものとする。 
 ⑴ 大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号） 

 ⑵ 騒音規制法（昭和４３年法律第９８号） 

 ⑶ 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律（昭和４５年法律第

１３６号） 

 ⑷ 水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号） 
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くは第２４７条の罪若しくは暴力行為等処罰ニ関スル法律（大正

１５年法律第６０号）の罪を犯したことにより、罰金の刑に処せ

られ、その刑の執行を終わり、又は刑の執行を受けることがなく

なった日から５年を経過しない者 

 

 

 

  エ 法第７条の４第１項（第４号に係る部分を除く。）若しくは第２

項若しくは法第１４条の３の２第１項（第４号に係る部分を除

く。）若しくは第２項（これらの規定を法第１４条の６において読

み替えて準用する場合を含む。）若しくは浄化槽法第４１条第２項

又は第１４条第１項（第４号に係る部分を除く。）若しくは第２項

の規定による許可の取消しを受け、その取消しの日から起算して

５年を経過しない者（当該許可を取り消された者が法人（法第７

条の４第１項第３号若しくは法第１４条の３の２第１項第３号

（法第１４条の６において準用する場合を含む。）又は第１４条第

１項第３号に該当することにより許可が取り消された場合を除

く。）である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法

（平成５年法律第８８号）第１５条の規定による通知（この条例

の規定による当該取消しの処分にあっては、さいたま市行政手続

条例（平成１３年さいたま市条例第２２号）第１５条の規定によ

る通知。以下この号において同じ。）があった日前６０日以内に当

該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに

 ⑸ 悪臭防止法（昭和４６年法律第９１号） 

 ⑹ 振動規制法（昭和５１年法律第６４号） 

 ⑺ 特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律（平成４年法律

第１０８号） 

 ⑻ ダイオキシン類対策特別措置法（平成１１年法律第１０５号） 

 ⑼ ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置

法（平成１３年法律第６５号） 
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準じる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者で

あるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役

又はこれらに準じる者と同等以上の支配力を有するものと認めら

れる者を含む。以下この号において同じ。）であった者で当該取消

しの日から５年を経過しないものを含む。） 

  オ 法第７条の４若しくは法第１４条の３の２（法第１４条の６に

おいて読み替えて準用する場合を含む。）若しくは浄化槽法第４１

条第２項又は第１４条第１項若しくは第２項の規定による許可の

取消し処分に係る行政手続法第１５条の規定による通知があった

日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日まで

の間に法第７条の２第３項（法第１４条の２第３項及び法第１４

条の５第３項において読み替えて準用する場合を含む。以下この

号において同じ。）の規定による一般廃棄物若しくは産業廃棄物の

収集若しくは運搬若しくは処分（再生することを含む。カにおい

て同じ。）の事業のいずれかの事業の全部の廃止の届出若しくは浄

化槽法第３８条第５号に該当する旨の同条の規定による届出又は

第１１条第４項の規定による屋外保管の廃止の届出をした者（当

該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出

の日から５年を経過しないもの 

  カ オに規定する期間内に法第７条の２第３項の規定による一般廃

棄物若しくは産業廃棄物の収集若しくは運搬若しくは処分の事業

のいずれかの事業の全部の廃止の届出若しくは浄化槽法第３８条

第５号に該当する旨の同条の規定による届出又は第１１条第４項

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（使用人） 
第１１条 条例第９条第１項第２号カ、サ及びシの規則で定める使用人

は、申請者の使用人で、次に掲げるものの代表者であるものとする。 
⑴ 本店又は支店（商人以外の者にあっては、主たる事務所又は従た

る事務所） 
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の規定による屋外保管の廃止の届出があった場合において、オの

通知の日前６０日以内に当該届出に係る法人（当該事業の廃止に

ついて相当の理由がある法人を除く。）の役員若しくは規則で定め

る使用人であった者又は当該届出に係る個人（当該事業の廃止に

ついて相当の理由がある者を除く。）の規則で定める使用人であっ

た者で、当該届出の日から５年を経過しないもの 

  キ 第１３条第２項の規定により屋外保管事業場の使用の停止を命

じられ、その停止の期間が経過しない者 

  ク 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号

に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日

から５年を経過しない者（以下この号において「暴力団員等」とい

う。） 

  ケ 屋外保管に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認

めるに足りる相当の理由がある者 

コ 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその

法定代理人（法定代理人が法人である場合においては、その役員

を含む。）がアからケまでのいずれかに該当するもの 

  サ 法人でその役員又は規則で定める使用人のうちにアからケまで

のいずれかに該当する者があるもの 

  シ 個人で規則で定める使用人のうちにアからケまでのいずれかに

該当する者があるもの 

  ス 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

⑶ 申請者が、当該申請に係る屋外保管事業場について第７条第２項

⑵ 前号に掲げるもののほか、再生資源物に係る契約を締結する権限

を有する者を置く屋外保管事業場 

（許可等の決定） 
第１２条 市長は、条例第８条第１項の設置の許可、同条第４項の許可

の更新又は条例第１１条第１項の変更の許可（以下「許可等」とい

う。）をしたときは屋外保管事業場設置（変更）許可通知書（様式第

８号）により、許可等をしないときは屋外保管事業場設置（変更）不

許可通知書（様式第９号）により、申請者に通知するものとする。 

 （屋外保管事業場の許可証） 

第１３条 市長は、許可等をしたときは、屋外保管事業場設置許可証

（様式第１０号）を交付しなければならない。 
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の報告をしていること。ただし、同条第１項ただし書の場合は、この

限りでない。 

２ 前条第１項の許可には、市民生活の安全又は生活環境の保全上必要

な条件を付すことができる。 

３ 前条第１項の許可を受けた者（以下「屋外保管許可事業者」という。）

は、当該許可に係る屋外保管事業場の設置が完了したときは、規則で

定めるところにより、市長に必要な事項を記載した申請書を提出して

検査を受け、当該屋外保管事業場が次条第１項に規定する立地に関す

る基準及び同条第２項に規定する構造に関する基準並びに第１５条第

１項に規定する保管に関する基準に適合していると認められた後でな

ければ、これを使用してはならない。 

 （屋外保管事業場の立地基準及び構造基準） 

第１０条 第８条第１項の許可を要する屋外保管事業場の場所は、次に

掲げる基準に適合しなければならない。 

 ⑴ 屋外保管事業場の敷地の境界から住宅等（住宅、学校、病院、公民

館、博物館、図書館、保育所、特別養護老人ホームその他の社会福祉

施設及びこれらに類するものであり、これらの敷地を含む。以下同

じ。）までの距離が１００メートル以上あること。ただし、第６条の

規定による協議が開始された後に、当該協議に係る屋外保管事業場

の敷地の境界から１００メートル未満に住宅等が設置された場合

は、この限りでない。 

 ⑵ 屋外保管事業場の敷地が、規則で定める方法により、幅員４メー

トル以上の公道でその両端が当該公道の幅員以上の幅員を有する公

 

 

 

 （使用前検査の申請） 

第１４条 条例第９条第３項の検査を受けようとする者（次項において

「使用前検査申請者」という。）は、屋外保管事業場使用前検査申請

書（様式第１１号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、条例第９条第３項の検査の結果、屋外保管事業場の設置に

関する計画に適合していると認めるときは、屋外保管事業場計画適合

通知書（様式第１２号）により使用前検査申請者に通知するものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（屋外保管事業場の立地基準） 

第１５条 条例第１０条第１項第２号の規則で定める方法は、屋外保管

事業場の敷地と、公道が４メートル以上接するものとする。 
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道に接続しているものに接していること。ただし、その周囲の状況

により、交通及び安全に支障がないと市長が認める場合は、この限

りでない。 

 ⑶ 屋外保管事業場の場所の土地の地形及び地質が市民生活の安全及

び生活環境の保全上支障がないものであること。 

２ 第８条第１項の許可を要する屋外保管事業場の構造は、次に掲げる

基準に適合しなければならない。 

 ⑴ 屋外保管事業場の敷地の境界の内側に、みだりに人が立ち入るの

を防止することができる囲いが設けられていること。 

 ⑵ 屋外保管事業場の敷地の境界と前号の囲いとの間に、緑地帯を２

メートル以上設けること。 

 ⑶ 第１号の囲いの内側の底面を不浸透性の材料で覆うこと。 

⑷ 排水を放流する場合は、その水質を市民生活の安全及び生活環境

の保全上支障が生じないものとするために必要な排水処理設備及び

これに接続する排水溝その他の設備を設けること。 

⑸ 自重、積載荷重その他の加重、地震力及び温度応力に対して構造

耐力上安全であること。 

 （変更の許可等） 

第１１条 屋外保管許可事業者は、許可に係る事項を変更しようとする

ときは、規則で定めるところにより、市長に必要な事項を記載した申

請書及び添付書類を提出し、当該変更に係る許可を受けなければなら

ない。 

２ 第６条、第７条及び第９条の規定は、前項の許可について準用する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更の許可等） 

第１６条 条例第１１条第１項の変更の許可を受けようとする者は、屋

外保管事業場変更許可申請書（様式１３号）を市長に提出しなければ

ならない。 
２ 前項の申請書には、次に掲げる書類及び図面を添付しなければなら

ない。 
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この場合において、これらの規定中「事業予定者」とあるのは「屋外保

管許可事業者」と、第６条中「設置に関する計画」とあるのは「変更に

関する計画」と、第９条中「前条第１項の許可」とあるのは「第１１条

第１項に規定する変更の許可」と、同条第１項中「次の各号（同条第４

項の更新の場合にあっては、第１号及び第２号）」とあるのは、「次の各

号」と、同項各号列記以外の部分中「同条第１項」とあるのは「同項」

と、同項第１号中「立地に関する基準（前条第４項に規定する更新の場

合を除く。）」とあるのは「立地に関する基準」と読み替えるものとす

る。 

 

 

３ 第１項の規定にかかわらず、屋外保管事業者は、一部の種類の再生

資源物の保管を止めたとき又は規則で定める軽微な変更をしたとき

は、遅滞なく、その旨を市長に届け出ることをもって足りる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 屋外保管事業場の位置図及び付近の見取図 
⑵ 変更前及び変更後の屋外保管事業場に係る平面図、立面図、断面

図、構造図及び構造計算書 

⑶ 屋外保管事業場内の配置図 

⑷ 再生資源物の搬入及び搬出の方法を記載した書類並びに経路に関

する図面 
⑸ 申請に係る屋外保管事業場の用に供する土地を使用する権原を有

していることを証する書類 

⑹ 第９条第２項第１号から第９号までの書類 
⑺ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類及び図面 
（許可を要しない軽微な変更） 

第１７条 条例第１１条第３項の規則で定める軽微な変更は、次に掲げ

る事項に係る変更とし、当該変更をした日から１０日（法人で次項第

１号及び第３号の規定により登記事項証明書を添付する場合にあって

は、３０日）以内に屋外保管事業場変更届出書（様式第１４号）によ

り届け出るものとする。 
⑴ 氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その名称、所在地

及び代表者の氏名） 
 ⑵ 屋外保管事業場の所在地（地域の名称の変更又は地番の変更に伴

う変更に限る。） 

⑶ 法人である場合においては、その役員及び第１１条に規定する使

用人 
⑷ 未成年者である場合においては、その法定代理人 
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４ 屋外保管事業者は、屋外保管を廃止したときは、遅滞なく、その旨を

市長に届け出なければならない。 

 

 

 （許可を得た者以外の屋外保管の禁止） 

第１２条 屋外保管許可事業者は、第８条第１項の許可を受けた屋外保

管事業場において、当該屋外保管事業者以外の者に、屋外保管させて

はならない。 

⑸ 屋外保管事業場の構造であって、市民生活の安全及び生活環境に

悪影響を及ぼすおそれがない変更として市長が別に定めるもの 

２ 前項に規定する届出には、次に掲げる書類及び図面を添付するもの

とする。 

 ⑴ 前項第１号及び第２号に掲げる事項の変更の場合には、個人にあ

っては住民票の写し及び誓約書、法人にあっては定款又は寄附行為

の写し及び登記事項証明書 
 ⑵ 前項第３号に掲げる事項の変更の場合には、同号に掲げる者（当

該変更に係る者に限る。）の住民票の写し及び誓約書 

 ⑶ 前項第４号に掲げる事項の変更の場合には、同号に掲げる者（当

該変更に係る者に限る。）が個人にあっては住民票の写し及び誓約

書、法人にあっては定款又は寄附行為の写し及び登記事項証明書 

⑷ 前項第５号に掲げる事項の変更の場合には、屋外保管事業場の平

面図、立面図、断面図、構造図及び配置図 

 （廃止の届出） 
第１８条 条例第１１条第４項に規定する廃止の届出は、屋外保管事業

場廃止届出書（様式第１５号）によるものとする。 

２ 前項の届出は、屋外保管を廃止した日から１０日以内に届け出なけ

ればならない。 
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 （屋外保管許可事業者に対する勧告及び命令） 

第１３条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、屋外保管許

可事業者に対し、期限を定めて、必要と認める措置を講じるべき旨の

勧告をすることができる。 

 ⑴ 第８条第１項の許可に係る屋外保管事業場が第１０条第１項若し

くは第２項又は第１５条第１項の基準に適合しなくなったとき。 

 ⑵ 第９条第２項の規定により付した条件に違反したとき。 

２ 市長は、前項の勧告を受けた屋外保管許可事業者が、正当な理由が

なく、その勧告に係る措置をとらなかったときは、当該屋外保管許可

事業者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置を講じるよう命じ、

又は期間を定めて屋外保管の全部若しくは一部の停止を命じることが

できる。 

３ 市長は、前２項の規定にかかわらず、屋外保管事業場が第１０条第

１項若しくは第２項又は第１５条第１項の基準に適合しなくなったと

認める場合において、市民生活の安全及び生活環境の保全上支障が生

じていると認めるときは、屋外保管許可事業者に対し、期限を定めて、

その支障を除去するために必要な措置を講じるよう命じることができ

る。 

（許可の取消し） 

第１４条 市長は、屋外保管許可事業者が次の各号のいずれかに該当す

るときは、その許可を取り消さなければならない。 

⑴ 第９条第１項第２号イ、ウ（法第２５条から第２７条までの規定

に係る部分若しくは法第３２条第１項（法第２５条から第２７条ま
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での規定に係る部分に限る。）の規定により、又は暴力団員による不

当な行為の防止等に関する法律の規定により刑に処せられたことに

よる場合に限る。次号において同じ。）、ク、ケ又はスに該当するに至

ったとき。 

⑵ 第９条第１項第２号コからシまで（同号ウ、ク又はケに係るもの

に限る。）のいずれかに該当するに至ったとき。 

⑶ 第９条第１項第２号コからシまで（同号エに係るものに限る。）の

いずれかに該当するに至ったとき。 

⑷ 第９条第１項第２号アからカ又はコからシまでのいずれかに該当

するに至ったとき（前３号に該当する場合を除く。）。 

⑸ 前条第２項若しくは第３項又は第２１条第２項の規定による処分

に違反したとき。 

⑹ 不正の手段により第８条第１項の許可（同条第４項の更新を含

む。）又は第１１条第１項に規定する変更の許可を受けたとき。 

２ 市長は、屋外保管許可事業者が前条第１項第１号又は第２号のいず

れかに該当するときは、その許可を取り消すことができる。 

３ 前２項の規定により屋外保管事業場の設置の許可を取り消された者

（次項において「旧屋外保管許可事業者」という。）は、取り消された

許可に係る屋外保管事業場が規則で定める基準に適合していることに

ついて市長の確認を受け、遅滞なく廃止しなければならない。 

４ 旧屋外保管許可事業者は、前項の屋外保管事業場を廃止するまでの

間、当該屋外保管事業場について前条の規定（この規定に係る罰則を

含む。）の適用を受ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（廃止の基準） 

第１９条 条例第１４条第３項の規則で定める基準は、次に掲げるもの

とする。 

⑴ 再生資源物及び屋外保管に伴って生じる廃棄物が保管されていな

いこと。 

⑵ 施設の構造物が市民生活の安全及び生活環境に悪影響を及ぼすお

それがないものであること。 
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 （屋外保管事業場の保管基準） 

第１５条 屋外保管事業者は、次に掲げる基準を遵守しなければならな

い。 

 ⑴ 屋外保管は、次に掲げる要件を満たす場所で行うこと。 

ア 屋外保管の場所（屋外保管事業場内において、再生資源物を保

管するための用に供する区画をいう。以下同じ。）の周囲に囲いが

設けられていること。 

イ 規則で定めるところにより、屋外保管事業場の敷地の外部から

見やすい箇所に屋外保管事業場である旨その他屋外保管事業場に

関し必要な事項を表示した掲示板が設けられていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 屋外保管の場所ごとに、保管する再生資源物の種類を表示した

掲示板が設けられていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（屋外保管事業場に係る掲示板） 
第２０条 条例第１５条第１項第１号イの規定による掲示板は、幅及び

長さがそれぞれ６０センチメートル以上のものとしなければならな

い。 
２ 前項の掲示板には、次に掲げる事項を表示しなければならない。 

⑴ 屋外保管事業場である旨 
⑵ 許可の年月日及び許可番号 
⑶ 許可の期間 
⑷ 屋外保管事業者の氏名又は名称 
⑸ 屋外保管事業場の管理者の氏名及び連絡先 
⑹ 相談窓口に係る名称及び連絡先 
⑺ 保管する再生資源物の種類 

３ 条例第１５条第１項第１号ウの掲示板は、幅及び長さがそれぞれ６

０センチメートル以上のものとしなければならない。 
４ 前項の掲示板には、次に掲げる事項を表示しなければならない。 

⑴ 屋外保管の場所である旨 
⑵ 保管する再生資源物の種類 
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⑵ 屋外保管の場所から再生資源物が崩落し、飛散し、若しくは悪臭

が発散しないように、又は屋外保管の場所から当該保管に伴って生

じた汚水が飛散し、流出し、地下に浸透し、若しくは悪臭が発散しな

いように次に掲げる措置を講じること。 

 ア 屋外保管する再生資源物の荷重が直接囲いにかかり、又はかか

るおそれがある構造である場合にあっては、当該荷重に対して当

該囲いが構造耐力上安全であるようにすること。 

 イ 容器を用いずに屋外保管する場合にあっては、積み上げられた

再生資源物の高さが規則で定める高さを超えないようにするこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 屋外保管事業場の管理者の氏名又は名称及び連絡先 
⑷ 容器を用いずに保管する場合にあっては、次条に規定する高さの

うち最高のもの 
 
 
 
 
 
 
 
（屋外保管の高さ） 

第２１条 条例第１５条第１項第２号イの規則で定める高さは、次の各

号に掲げる場合に応じ、当該各号に定める高さとする。 
⑴ 屋外保管の場所の囲いに保管する再生資源物の荷重が直接かかる

構造である部分（以下この条において「直接負荷部分」という。）

がない場合 当該屋外保管の場所の任意の点ごとに、地盤面から、

当該点を通る鉛直線と当該屋外保管の場所の囲いの下端（当該下端

が地盤面に接していない場合にあっては、当該下端を鉛直方向に延

長した面と地盤面との交線）を通り水平面に対し上方に５０パーセ

ントの勾配を有する面との交点（当該交点が２以上ある場合にあっ

ては、最も地盤面に近いもの）までの高さ又は５メートルのうちい

ずれか低いもの 
⑵ 屋外保管の場所の囲いに直接負荷部分がある場合 次のア及びイ
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に掲げる部分に応じ、当該ア及びイに定める高さ 
ア 直接負荷部分の上端から下方に垂直距離５０センチメートルの

線（直接負荷 部分に係る囲いの高さが５０センチメートルに満

たない場合にあっては、その 下端）（以下この条において「基

準線」という。）から当該保管の場所の側に 
 水平距離２メートル以内の部分 当該２メートル以内の部分の任

意の点ごとに、 
次の( ｱ )に規定する高さ（当該保管の場所の囲いに直接負荷部分で

ない部分があ る場合にあっては、( ｱ )又は( ｲ )に規定する高さの

うちいずれか低いもの）又は５ メートルのうちいずれか低いも

の 
   ( ｱ ) 地盤面から、当該点を通る鉛直線と当該鉛直線への水平距離

が最も小さい基準線を通る水平面との交点までの高さ 
   ( ｲ ) 前号に規定する高さ 
  イ 基準線から当該保管の場所の側に水平距離２メートルを超える

部分 当該２メートルを超える部分内の任意の点ごとに、次の( ｱ )

に規定する高さ（当該保管の場所の囲いに直接負荷部分でない部

分がある場合にあっては、( ｱ )又は( ｲ )に規定する高さのうちいず

れか低いもの）又は５メートルのうちいずれか低いもの 
( ｱ ) 当該点から、当該点を通る鉛直線と、基準線から当該保管の

場所の側に水平距離２メートルの線を通り水平面に対し上方に

５０パーセントの勾配を有する面との交点（当該交点が２以上

ある場合にあっては、最も地盤面に近いもの）までの高さ 
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 ウ 屋外保管に伴い汚水が生じるおそれがある場合にあっては、屋

外保管の場所の底面を不浸透性の材料で覆うとともに、油水分離

装置及びこれに接続している排水溝その他の設備を設けること。 

  エ その他規則で定める措置 

 

 

 

 

 

 ⑶ 屋外保管事業場の内部における火災の発生若しくは延焼又は当該

屋外保管事業場の外部への延焼を防止するため、規則で定める措置

を講じること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ( ｲ ) 前号に規定する高さ 
２ 条例第１０条第２項第２号に規定する緑地帯を設置しない場合にお

いては、前項第２号に規定する保管の高さは、同号中「５０センチメ

ートル」とあるのは「１メートル」と、「２メートル」とあるのは

「４メートル」と読み替えるものとする。 
（屋外保管に係る飛散防止等のための措置） 

第２２条 条例第１５条第１項第２号エの規則で定める措置は、再生資

源物の性状に応じ、屋外保管の場所から再生資源物又は当該屋外保管

に伴って生じた汚水が飛散し、流出し、及び地下に浸透し、並びに悪

臭が飛散しないように必要な措置を講じることとする。 
（屋外保管事業場における火災の発生若しくは延焼又は当該屋外保管

事業場の外部への延焼を防止するための措置） 
第２３条 条例第１５条第１項第３号の規則で定める措置は、次のとお

りとする。 
⑴ 再生資源物が再生資源物以外の物と混合するおそれのないように

区分して保管すること。 
⑵ 再生資源物に電池、潤滑油その他の火災の発生のおそれがあるも

のが含まれる場合にあっては、技術的に可能な範囲でこれらを適正

に回収し、処理すること。 
⑶ 再生資源物の一の保管の単位の面積を２００平方メートル以下と

すること。 
⑷ 隣接する再生資源物の保管の単位の間隔は、２メートル以上とす

ること（当該保管の単位の間に火災の延焼を防ぐに足りる仕切りが
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 ⑷ 屋外保管事業場において騒音又は振動が発生する場合にあって

は、当該騒音又は振動によって生活環境の保全上支障が生じないよ

う、規則で定める措置を講じること。 

 ⑸ 屋外保管事業場において、ねずみが生息し、及び蚊、はえその他の

害虫が発生しないように必要な措置を講じること。 

２ 敷地面積が１００平方メートルを超えない屋外保管事業場について

は、前項第１号イ及びウの規定は、適用しない。 

（帳簿の備付け等） 

第１６条 屋外保管許可事業者は、再生資源物を受け取り、又は引き渡

したときは、許可に係る屋外保管事業場ごとに、次の各号に掲げる事

項に関する帳簿を作成するとともに、取引の日から５年間これを保存

し、かつ、当該屋外保管事業場（当該屋外保管事業場に備え置くことが

困難である場合にあっては、当該屋外保管許可事業者の最寄りの事務

所等）に備え置かなければならない。 

 ⑴ 再生資源物の取引の年月日及び取引先 

 ⑵ 再生資源物の品目及び数量 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

２ 前項に規定する帳簿は、同項各号に掲げる事項が記載された再生資

源物の受け取り又は引き渡しに係る代金の領収書をもって代えること

ができる。 

設けられている場合を除く。）。 
⑸ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める措置 

 （騒音及び振動の規制基準） 

第２４条 条例第１５条第１項第４号の規則で定める措置は、屋外保管

事業場の敷地の境界線において、別表第１及び別表第２の区域の区分

及び時間の区分に応じた基準を超えないものとする。 

 

 

 

 

 （帳簿の作成等） 

第２５条 条例第１６条第１項の規定による帳簿の作成は、毎月、屋外

保管許可事業者が前月中における同項各号に規定する事項について、

毎月末までに記載するものとする。 

２ 条例第１６条第１項第３号の規則で定める事項は、次のとおりとす

る。 

 ⑴ 屋外保管事業場からの流出の防止のために回収した廃油又は廃液

の品目及び数量 

 ⑵ 火災の発生のおそれがあるものとして回収したものの品目及び数  

  量 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 
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 （報告の徴収） 

第１７条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、屋外保管事

業者及び事業活動に伴い再生資源物を排出する者、再生資源物の運搬

を行う者その他の関係人に対し、再生資源物の屋外保管に関し、期限

を定めて、必要な報告を求めることができる。 

 （立入検査） 

第１８条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、その職員に、

屋外保管事業者の事業場、事務所その他の施設に立ち入り、帳簿書類

その他の物件を検査させ、又は関係人に質問させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査又は質問をする職員は、その身分を示す

証明書を携帯し、関係人に提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入検査又は質問の権限は、犯罪捜査のために

認められたものと解釈してはならない。 

 （屋外保管許可事業者以外の屋外保管事業者に対する勧告及び命令） 

第１９条 市長は、第１５条第１項の基準に適合しない再生資源物の保

管により、市民生活の安全及び生活環境の保全上支障が生じるおそれ

があると認めるときは、屋外保管事業者（屋外保管許可事業者を除く。

以下この条及び次条において同じ。）に対し、期限を定めて、必要と認

める措置を講じるべき旨の勧告をすることができる。 

２ 市長は、前項の勧告を受けた屋外保管事業者が、正当な理由がなく、

その勧告に係る措置をとらなかったときは、当該屋外保管事業者に対

し、期限を定めて、その勧告に係る措置を講じるよう命じ、又は期間を

定めて当該屋外保管事業場の全部若しくは一部の使用の停止を命じる

 

 

 

 

 

（立入検査の身分証明書） 

第２６条 条例第１８条第２項に規定する身分を示す証明書は、身分証

明書（様式第１６号）とする。 

 （市長に提出する書類の部数） 

第２７条 条例及びこの規則に基づき市長に提出する書類の部数は、書

面の場合は正副２部とする。 

（その他） 

第２８条 この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 
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ことができる。 

３ 市長は、前２項の規定にかかわらず、第１５条第１項の基準に適合

しない再生資源物の保管により、市民生活の安全及び生活環境の保全

上支障が生じていると認めるときは、屋外保管事業者に対し、期限を

定めて、その支障を除去するために必要な措置を講じるよう命じるこ

とができる。 

 （公表） 

第２０条 市長は、第１３条第２項若しくは第３項の命令を受けた屋外

保管許可事業者又は前条第２項若しくは第３項の命令を受けた屋外保

管事業者が、正当な理由なく当該命令に従わなかったときは、次に掲

げる事項を公表することができる。 

 ⑴ 氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その名称、所在地及

び代表者の氏名） 

 ⑵ 屋外保管事業場の所在地 

 ⑶ 命令の内容 

２ 市長は、前項の規定により公表しようとするときは、あらかじめ当

該公表の対象となる者に、意見を述べる機会を与えなければならない。 

（事故時の措置） 

第２１条 屋外保管事業者は、屋外保管に係る事故により市民生活の安

全及び生活環境の保全上支障が生じ、又は生じるおそれがあるときは、

直ちに、その支障の除去又は発生の防止のための応急の措置を講じる

とともに、速やかに当該事故の状況及び当該措置の概要を市長に届け

出なければならない。 
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２ 市長は、屋外保管事業者が前項の措置を講じていないと認めるとき

は、当該屋外保管事業者に対し、期限を定めて、当該措置を講じるよう

命じることができる。 

 （許可等に係る意見聴取） 

第２２条 市長は、第８条第１項の許可（同条第４項の許可の更新を含

む。）又は第１１条第１項に規定する変更の許可をしようとするとき

は、第９条第１項第２号ク又はコからスまでのいずれかに該当する事

由（同号コからシまでのいずれかに該当する事由にあっては、同号ク

に係るものに限る。次項においても同じ。）の有無について、埼玉県警

察本部長の意見を聴くものとする。 

２ 市長は、第１４条第１項の規定により許可を取り消そうとするとき

は、第９条第１項第２号ク又はコからスまでのいずれかに該当する事

由の有無について、埼玉県警察本部長の意見を聴くことができる。 

 （関係行政機関への照会等） 

第２３条 市長は、前条に規定するもののほか、この条例の規定に基づ

く事務に関し、関係行政機関に対し、照会し、又は協力を求めることが

できる。 

 （手数料） 

第２４条 第８条第１項の許可若しくは同条第４項の許可の更新又は第

１１条第１項に規定する変更の許可を受けようとする者は、その申請

の際、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に掲げる額の手数料を

納めなければならない。 

⑴ 第８条第１項の規定に基づく屋外保管事業場の設置の許可の申請
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に対する審査 １件につき５３,０００円 

⑵ 第８条第４項の規定に基づく屋外保管事業場の設置の許可の更新

の申請に対する審査 １件につき４９,０００円 

⑶ 第１１条第１項の規定に基づく屋外保管事業場の変更の許可の申

請に対する審査 １件につき４４,０００円 

 （適用除外） 

第２５条 この条例の規定は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行

規則（昭和４６年厚生省令第３５号）第１３条の２第１号に定める廃

棄物の処理に係る許可、認定、委託又は指定（以下この条において「許

可等」という。）を受けた者が当該許可等に係る事業場において屋外保

管を行う場合及び国又は地方公共団体が屋外保管を行う場合には、適

用しない。 

 （委任） 

第２６条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 （罰則） 

第２７条 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の懲役又は１

００万円以下の罰金に処する。 

⑴ 第８条第１項の規定に違反して、市長の許可を受けずに、屋外保

管事業場を設置した者 

⑵ 第１１条第１項の規定に違反して、市長の許可を受けずに、同項

の許可に係る事項（同条第３項に該当する場合を除く。）を変更した

者 

⑶ 不正の手段により第８条第１項の許可若しくは同条第４項の許可
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の更新又は第１１条第１項に規定する変更の許可を受けた者 

⑷ 第１３条第２項若しくは第３項、第１９条第２項若しくは第３項

又は第２１条第２項の規定による命令に違反した者 

第２８条 第９条第３項（第１１条第２項で準用する場合を含む。）の規

定に違反して、第１０条第１項及び第２項並びに第１５条第１項の基

準に適合していると認められる前に、屋外保管事業場を使用した者は、

６月以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。 

第２９条 次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下の罰金に

処する。 

⑴ 第１１条第３項又は第４項の規定による届出をせず、又は虚偽の

届出をした者 

⑵ 第１７条の規定に違反して、定められた期限内に報告をせず、又

は虚偽の報告をした者 

⑶ 第１８条第１項の規定による立入検査を拒み、妨げ、若しくは忌

避し、又は同項の規定による質問に対し答弁をせず、若しくは虚偽

の答弁をした者 

 （両罰規定） 

第３０条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の

従業員が、その法人又は人の業務に関し、前３条の違反行為をしたと

きは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して各本条の罰金刑

を科する。 

   附 則 

 （施行期日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   附 則 

 （施行期日） 
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１ この条例は、令和６年２月１日から施行する。ただし、第２７条から

第３０条までの規定は、令和６年８月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現に存する屋外保管事業場（以下「既存屋外保

管事業場」という。）は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）

に設置されたものとみなす。 

３ 既存屋外保管事業場については、第９条第３項、第１０条第１項及

び第２項各号（第４号を除く。）の規定は、適用しない。 

４ 既存屋外保管事業場については、第１０条第２項第４号及び第１５

条の規定は、施行日から起算して６月を経過する日までの間は、適用

しない。 

 

 

 

 

 

５ この条例の施行の際現に屋外保管を行っている者（第８条第１項各

号の規定に該当するものに係るものを除く。以下「従前の屋外保管事

業者」という。）は、既存屋外保管事業場について、施行日から起算し

て６月を経過する日までの間に規則で定める事項を市長に届け出なけ

ればならない。 

 

 

１ この規則は、令和６年２月１日から施行する。 

 

 （経過措置） 

２ 条例附則第５項の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

⑴ 氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その名称、所在地

及び代表者の氏名） 
⑵ 既存屋外保管事業場の所在地及び敷地面積 
⑶ 既存屋外保管事業場において保管する再生資源物の種類及び数量 

⑷ 法人である場合においては、その役員の氏名及び住所並びに第１

１条に規定する使用人があるときは、その者の氏名及び住所 
⑸ 未成年者である場合においては、その法定代理人の氏名及び住所

（法定代理人が法人である場合にあっては、その名称及び住所、そ

の代表者の氏名並びにその役員の氏名及び住所） 
⑹ 既存屋外保管事業場の構造 
⑺ 再生資源物の保管の方法 
⑻ 火災予防上の措置 

３ 条例附則第５項に規定する届出は、市長が別に定める書類により行

う。 
４ 前項の書類には、次に掲げる書類及び図面を添付しなければならな

い。 

 ⑴ 既存屋外保管事業場の位置図及び付近の見取図並びに周辺の状況

を記載した書類 
⑵ 既存屋外保管事業場の構造を明らかにする平面図、立面図、断面
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６ 前項の規定による届出をした従前の屋外保管事業者は、その届出に

係る既存屋外保管事業場について、施行日に第８条第１項の許可を受

図、構造図及び設計計算書 

⑶ 既存屋外保管事業場内の配置図 

⑷ 再生資源物の搬入及び搬出の方法を記載した書類並びに当該搬入

及び搬出に係る経路の図面 
⑸ 従前の事業者が既存屋外保管事業場の用に供する土地を使用する

権原を有していることを証する書類 
⑹ 従前の事業者が個人である場合においては、住民票の写し 
⑺ 従前の事業者が法人である場合にあっては、定款又は寄附行為の

写し及び登記事項証明書 
⑻ 従前の事業者が法人である場合にあっては、その役員の住民票の

写し 
⑼ 従前の事業者に使用人がある場合においては、当該使用人の住民

票の写し 
⑽ 従前の事業者が未成年者であり、かつ、当該未成年者の法定代理

人が個人である場合においては、当該法定代理人の住民票の写し 
⑾ 従前の事業者が未成年者であり、かつ、当該未成年者の法定代理

人が法人である場合においては、次に掲げる書類 
ア 定款又は寄附行為の写し及び登記事項証明書 
イ 役員の住民票の写し 

 ⑿ 緊急時の連絡体制が記載された書類 
⒀ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類及び図面 
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けたものとみなす。 

７ 従前の屋外保管事業者は、周辺住民等から求めがあった場合は、規

則で定める事項について説明しなければならない。 

 

 

 

５ 条例附則第７項の規則で定める事項は、第６条第２項各号に規定す 

る事項とする。 

 

別表第１（第２４条関係） 

 騒音に係る規制基準 

時間の区分 

 

 

 

区域の区分 

昼間（午前８時

から午後７時

まで） 

朝（午前６時か

ら午前８時ま

で）及び夕（午

後７時から午

後１０時まで） 

夜間（午後１０

時から翌日の

午前６時まで） 

第一種区域 ５０デシベル ４５デシベル ４５デシベル 

第二種区域 ５５デシベル ５０デシベル ４５デシベル 

第三種区域 ６５デシベル ６０デシベル ５０デシベル 

第四種区域 ７０デシベル ６５デシベル ６０デシベル 

備考 

１ 区域の区分は、次のとおりとする。 

⑴ 第一種区域 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第８条第

１項第１号に掲げる第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用

地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域又は

田園住居地域の指定がされている区域 

⑵ 第二種区域 次に掲げる区域をいう。 
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ア 都市計画法第８条第１項第１号に掲げる第一種住居地域、第二

種住居地域又は準住居地域の指定がされている区域 

イ 都市計画法第８条第１項第１号に掲げる用途地域の指定がされ

ていない区域 

⑶ 第三種区域 都市計画法第８条第１項第１号に掲げる近隣商業地

域、商業地域又は準工業地域の指定がされている区域 

⑷ 第四種区域 都市計画法第８条第１項第１号に掲げる工業地域又

は工業専用地域の指定がされている区域 

２ この表に掲げる数値に係る測定方法等は、特定工場等において発生

する騒音の規制に関する基準（昭和４３年厚生省・農林省・通商産業

省・運輸省告示第１号）第１条の表の備考２から備考４までに定める

ところによるものとする。 

３ 第二種区域、第三種区域及び第四種区域のうち、次に掲げる施設の

敷地の周囲おおむね５０メートルの区域内における規制基準は、それ

ぞれの区域について定める当該値から５デシベル減じた値とする。 

⑴ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校（別

表第２において「学校」という。） 

⑵ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７条第１項に規定す

る保育所（別表第２において「保育所」という。） 

⑶ 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５第１項に規定す

る病院（別表第２において「病院」という。）及び同条第２項に規

定する診療所（別表第２において「診療所」という。）のうち患者

を入院させるための施設を有するもの 
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⑷ 図書館法（昭和２５年法律第１１８号）第２条第１項に規定する

図書館（別表第２において「図書館」という。） 

⑸ 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第５条の３に規定する

特別養護老人ホーム（別表第２において「特別養護老人ホーム」と

いう。） 

⑹ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関

する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第７項に規定する幼保

連携型認定こども園（別表第２において「幼保連携型認定こども

園」という。） 

４ 第１項第２号イに規定する区域内における都市計画法第２９条第１

項第５号、第３４条第６号又は第３４条の２第１項に規定する開発行

為（工業の用に供する目的で行うものに限る。）に起因して、当該区

域について第二種区域に係る規制基準を適用することが適当でないと

認められるに至ったときは、当該区域について適用すべき規制基準

は、別に定めるものとする。 

 

別表第２（第２４条関係） 

 振動に係る規制基準 

時間の区分 

 

区域の区分 

昼間（午前８時から午

後７時まで） 

夜間（午後７時から翌

日の午前８時まで） 

第一種区域 ６０デシベル ５５デシベル 

第二種区域 ６５デシベル ６０デシベル 
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備考 

１ 区域の区分は、次のとおりとする。 

⑴ 第一種区域 次に掲げる区域をいう。 

ア 都市計画法第８条第１項第１号に掲げる第一種低層住居専用地

域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二

種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住

居地域又は田園住居地域の指定がされている区域 

イ 都市計画法第８条第１項第１号に掲げる用途地域の指定がされ

ていない区域 

⑵ 第二種区域 都市計画法第８条第１項第１号に掲げる近隣商業地

域、商業地域、準工業地域又は工業地域の指定がされている区域 

２ この表に掲げる数値に係る測定方法等は、特定工場等において発生

する振動の規制に関する基準（昭和５１年環境庁告示第９０号）第１

条の表の備考３から備考６までに定めるところによるものとする。 

３ 学校、保育所、病院及び診療所のうち患者を入院させるための施設

を有するもの、図書館、特別養護老人ホーム並びに幼保連携型認定こ

ども園の敷地の周囲おおむね５０メートルの区域内における規制基準

は、それぞれの区域について定める当該値から５デシベル減じた値と

する。 

 

 


